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写真③－ウ「ベンチ周辺での喫煙禁止」の標示 

 

 
写真③－エ ベンチ周辺に吸殻が散乱している 
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１．健康増進法（平成 14年法律第 103号） 

最終改正：平成 30年法律第 78 号 ～抜粋～ 

第６章 受動喫煙防止  

第一節 総則 

（喫煙をする際の配慮義務等） 

第 25条の三  

２ 多数の者が利用する施設の管理権原者は、喫煙をすることができる場所を定めようとするとき

は、望まない受動喫煙を生じさせることがない場所とするよう配慮しなければならない。 

 

（定義） 

第 25条の四 この章において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

三 受動喫煙 人が他人の喫煙によりたばこから発生した煙にさらされることをいう。 

四 特定施設 多数の者が利用する施設のうち、次に掲げるものをいう。 

イ 学校 、病院、児童福祉施設その他の受動喫煙により健康を損なうおそれが高い者が主として

利用する施設として政令で定めるもの 

ロ 国及び地方公共団体の行政機関の庁舎（行政機関がその事務を処理するために使用する施設

に限る。） 

五 特定屋外喫煙場所 特定施設の屋外の場所の一部の場所のうち、当該特定施設の管理権原者に

よって区画され、厚生労働省令で定めるところにより、喫煙をすることができる場所である旨を記

載した標識の掲示その他の厚生労働省令で定める受動喫煙を防止するために必要な措置がとられ

た場所 をいう。 

 

第二節 受動喫煙を防止するための措置 

（特定施設における喫煙の禁止等） 

第 25条の五 何人も、正当な理由がなくて、特定施設においては、特定屋外喫煙場所及び喫煙関連研

究場所以外の場所（以下この節において「喫煙禁止場所」という。）で喫煙をしてはならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定に違反して喫煙をしている者に対し、喫煙の中止又は特定施設の喫

煙禁止場所からの退出を命ずることができる。 

 

（特定施設の管理権原者等の責務） 

第 25条の六 特定施設の管理権原者等（管理権原者及び施設の管理者をいう。以下この節において同

じ。）は、当該特定施設の喫煙禁止場所に専ら喫煙の用に供させるための器具及び設備を喫煙の用に

供することができる状態で設置してはならない。 

２ 特定施設の管理権原者等は、当該特定施設の喫煙禁止場所において、喫煙をし、又は喫煙をしよ

うとする者に対し、喫煙の中止又は当該喫煙禁止場所からの退出を求めるよう努めなければなら

ない。 

３ 前項に定めるもののほか、特定施設の管理権原者等は、当該特定施設における受動喫煙を防止

するために必要な措置をとるよう努めなければならない。 




